
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 事 業 報
特定非営利活動法人クララ

事業の成果

精神障害を持つ人たちが医療機関での通院治療を受けつつ、社会復帰が出来るまでの一定期間、そ

の家庭環境、心身の状況や年齢に応じて、各人の個性を尊重しつつ、必要な生活の場を提供しました。

年間を通して日常生活指導、相談 。支援、または地域社会との交流活動を通じ、精神障害者の社会復

帰を促進してきました。

疾病等により要介護状態となった高齢者等に入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練ならびに看護及

び療養上の管理その他の医療が行き渡り、各人が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことが出来るようケアプラン作成を通じ、居宅介護を促進してきました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【18,472】 千円)

事 業 報 告 用

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

覚盃
対象者
人数

事業費
(千円)

共同生活援助
事業

住宅の提供、日常的健康管理、

金銭等貴重品管理
毎 日

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

1名
精神障害者 7名 8,300

特定相談支援
事業

日常生活などの特定相談支援 随時

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

1名

精神障害者

及び

その家族

60名 3,162

就労支援事業
精神障害者が地域で自立した
生活をすることを目的とした

就労支援
随時

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者

及び

その家族

60名 2, 668

食事提供事業 食事の提供 週 3回

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者

及び

地域住民

7名 2,371

地域交流事業
地域交流会
レクリエーションなどの行事

年 1回

江北保健

総合セン

ター

常勤者

1名

非常勤者

3名

精神障害者 60名 889

自立生活援助
事業

自立生活援助 随 時 都内各所
常勤者

l名
精神障害者 2名 950

居宅介護支援
事業

居宅介護計画の作成、各事業
所との連絡調整

随 時

クララ

ハイツ

事業所

常勤者

2名
要介護者等 7名 830



(2)そ の他の事業

普及啓発事業

リーフレットを作成し、地域
の住民等に配布することで障
害者に対する理解の定着を図
る

年 1回 都内各所
常勤者

2名
地域住民 60名 594

(事業費の総費用 【    】千円)
だ款 に記 載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

該当なし



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 4年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業がない場合)
特定非営利活動法人クララ

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金
3 受取助成金等 27,123,246

27,123,246

4 手莱収益
事業収益
事業収益

124

124
|

受取利息

5 その他の収益

収  益 27.123.371

用)】 経 常

給料手当
役員報酬
賞与
退職給付費用
福利厚生費
法定福利費

0

161,764

0

0

0

480,000
205,920

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
外注費
リース料

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

1

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
減価償却費
修繕費
支払手数料
交際費
図書研究費
租税公課
諸会費
保険料

792.0001

903.1441

310,6821

1,692,3211
39,4301

9,8561

36,7001

39.0001
904,8751

2
1,012,876

190,228
555,070

【A増 減 箱

過年度損益修正益

災害損失

i 期 外 増 減 額 C D

期 正 味 財 (1)+(2) (3)

545,I18

15.487.082
_142.331正 味 財 産

1



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人クララ

′

2
1

2

12 470

3

現金預金
未収金

棚卸資産
前払費用

12,250,661
195,232
0

86,000

車両運搬具

什器備品

附属設備

1,143,506
0

342,098

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金
保険積立金
長期前払費用

82,500
0

3,445,952
525,284

【A】 資 産 合 計 ①+② 18,123,903

B-1 の

2

0

351,793
0

0

545,100

未払金

預り金
短期借入金

仮受金
未払法人税等

長期借入金
退職給付引当金

3-1
`】

正 味 財 岸 の 部

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 18,123,

15,487,



16 28

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人クララ

重要な会計方針
計算書類の作成は、 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法 (貸借対照表価格は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を
採用しています。但し、原材料は最終仕入原価法を採用しています。
(2)固 定資産の減価償却の方法
有形固定資産…定率法 (但 し、平成10年 4月 1日 以降に取得した建物 (附属設備を除く。)は定額法)
を採用しています。
無形固定資産…定額法を採用しています。
(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
税込み方式によっています。

2.事 業別損益の状況

合計科 目
事業 事業 事業 事業

事業部門計 管理部門

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
印刷製本費

その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

内容 金額 算定方法

該当な し

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



内容 首残高
ユ
〓 期増加額 当期減少額 期末残高 (′i脅 考

該当なし

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

７
‘

8

期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額

有形固定資産

附属設備

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期首残高 当 F入 当期返済 期末残高

科 目

計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人との取引

該当な し
(活動計算書)

活動計算書計
(貸借対照表 )

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録
事 業 報 告 用

単 位 :円
科 目 令 網 小 計 計

現金預金

手元現金

みずほ銀行普通預金

250,661

12,000,000

未収金

障害福祉サー ビス事業未収金

前払費用

前払費用

棚卸資産

販売用寄附物品

12,250,661

195,232

86,000

195.2321~~~~~~~~~~~~~~~T~~

|

――■型半

事業用車両 l, 143,506

什器備品):ra>

建物附属設備

附属設備

一括償却資産
一括償却資産 40,200

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ソフト

借地権

敷金

敷金 1   82.5001      1
1             1      82,5001

1   3.445,9521             1

1             1   3.445.9521
T~~~~‐
~~~~

1   525,2841      1
_1_________|______:12ユ _21生 [

保険積立金

保険積 立金

長期前払費用

長期前払費用

預託金

預託金 12,470

12,470

【A】 資 産 合 計 ①+② 18.123.

未払費用

給 与 84,679
84,679

短期借入金

短期借入金

預 り金

源泉徴収税

仮受金

仮受金

351,793
351,793

未払法人税等
未払法人税等 545, 100

長期借入金

銀行借入金

退職給付引当金

職員

【B-1】 負 債 合 計 ③十④ 981

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 一 【B-1】 17.142.331

―

剛
劇
―
―
志



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 J[鷲鷹[ぢI粉濡
=鑑
[l:ぶI争ξ岳19挿』』1開湯

所並

特定非営利活動法人クうう

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

理事 監事

オオモリ  キヨコ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

年 日大森 聖子

０
４ 理事 監 事

夕
゛
イモン  ヤスアキ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年   月   日大門 靖明

3 理事 監 事

イチムラ  ヨシユキ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

年 日市村 善行

4

キシタ
゛
  レア 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日岸田 玲亜

5

モリヤ  コウイチ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日守屋 弘 ・

6 理事・監事
年 月

月

日

日年

年 月

月

日

年 日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月 日

Ｏ

υ 理事・監事

年  月  日

年 月 日

年  月  日

年 月 日

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

理事〔監藍E

理事[璽事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人クララ

氏   名

1
オオモリ  キ ヨ コ

大森 聖子

2
モ リヤ  コウイチ

守屋 弘―

3 撞
卜
誤 競呈

4
i:言 i力,:1: 呈三

5
イナ ミ  マ リ オ
伊波 真理雄

6
ク ケ       エ  ミ  コ

久下 えみ子

7 阿部 誠

8 橋本 寛

9
イチカワ   ク ミ コ

市川 久美子

10 希将 善得

11

12


